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要旨 新学習指導要領教科情報について，関谷 1）2）による可視化手法を利用して可視化し、
情報Ⅰ・Ⅱにおける「問題の発見・解決」がどのように位置づけられているのかについて
検討した。その結果，情報Ⅰにおいては情報活用能力とプログラミングの対象としての問
題の発見・解決が示されており，情報Ⅱにおいては共通教科情報の目標として問題の発見・
解決にプログラミング等の情報技術の活用が示されていた。新学習指導要領教科情報にお
けるプログラミングの取り扱いの増加は，その背景に情報活用能力としてプログラミング
を重視し，コンピュータと情報通信ネットワークを利用した問題の発見・解決があること
が示唆された。さらに職業教科の一つとして位置づけられる専門教科情報の新学習指導要
領を同様の可視化手法を用いて分析した結果，問題解決が地域や産業界の課題の発見と創
造的解決という記載で目標の一つとして挙げられていることが示された。 
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1. はじめに 

関谷 1）は学習指導要領の構造把握と可視化のために

Freemind(注 1)という思考支援ソフトウェアの利用を提案

し，学習指導要領を視覚的（図，マップ）的に整序し示した。

さらに，このソフトウェアの変換機能によって，学習指導要

領の構造を表計算ソフトへと変換し履修カルテとして教職

課程学生の履修サポートに利用した。さらに関谷 2）は，学

習指導要領を児童・生徒の「理解」「技能」の「構図」とし

てとらえるために，この Freemind によって，各教科の学習

指導要領を図的に可視化する方法を提案した。関谷 1）2）に

よる学習指導要領構造の可視化手法は，1 科目あたりでも膨

大な内容の学習指導要領をまず構造的に可視化し，その後

内容を構造の下位項目の記載内容に瞬時に注目できる点，

またポイントとなる指導内容や教育目標がどのような構造

をもち，学習指導要領の中に位置づけられているのかにつ

いて可視化でき検討のサポートとなる方法である。 
本稿では，平成 30 年 3 月に告示された高等学校学習指導

要領（以下新学習指導要領）において改訂された共通教科情

報の構造について上記の関谷 2）と同様の方法で可視化し，

その中でも問題解決概念の位置づけと取り扱いに注目し検

討を加える。共通教科情報は 2025（令和 7）年 1 月実施予定

の大学入試センター共通テストでは新学習指導要領に対応

した実施科目となる。その中でも新学習指導要領で必履修

科目（2単位）となった情報Ⅰの内容を出題範囲とする新科

目「情報」が追加される予定である。国立大学協会は 2022
年 1 月，2025 年度入試から共通テストにおいて「情報」を

加えた 6 教科 8 科目を課すことを原則とすることを発表し

た。情報Ⅰの必修化及び小中高にわたるプログラミング教

育の必修化は，今回の新学習指導要領における改訂の重要

図 1. 共通教科情報における 3款 
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な変更点となっている。本稿では，共通教科情報において問

題解決の位置づけを図的に可視化し，その取扱いと重要度

を示すことを目的とする。 

2. 共通教科情報 

新学習指導要領で共通教科情報は，各学科に共通する各

教科として位置づけられており，大きく図 1 に示す 3款（目

標，各科目，各科目にわたる指導計画の作成と内容の取扱

い）に分かれている。 
目標において図 2 に示される通り，情報技術を活用した

「問題の発見・解決」を行う学習活動と「問題の発見・解決」

を通した情報社会に主体的に参画するための資質・能力の

育成が挙げられている。このように目標において，「問題の

発見・解決」は学習活動そのものであり，情報社会に主体的

に参画するための資質及び能力に結びつくことが示されて

いる。 
平成 21 年告示の旧学習指導要領においては，目標に「問

題の発見・解決」についての記載はなく，科目「情報の科学」

の目標のみに記載のあった「問題の発見と解決に効果的に

活用」と比べても，新学習指導要領では，共通教科情報全体

図 2. 共通教科情報の目標 

図 3. 情報Ⅰの区分内容 
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を通して「問題の発見・解決」の教科内での重要度が増して

いることが窺える。 
新学習指導要領では各科目として情報Ⅰと情報Ⅱがあ

り，情報Ⅰが必修科目（2単位）として位置づけられている

（図 1,2）。2003（平成 15）年４月施行の高等学校学習指導要

領では情報 A・B・C より 1 科目選択必修，及び 2009（平成

21）年告示の高等学校学習指導要領では，社会と情報，情報

の科学より 1 科目選択必修とされていた。しかし新学習指

導要領では情報Ⅰのみを必修としており，共通教科情報に

おける指導内容の必履修事項を学習指導要領で明確に示し

ている。これまで高等学校ごとに履修科目が異なっている

ことの弊害が指摘されてきたことが反映されていると思わ

れる。 

3. 情報Ⅰ 

新学習指導要領において情報Ⅰは図 3 に示す通り，目標，

内容，内容の取扱い，の 3区分で記載されている。目標にお

いて「（2） 様々な事象を情報とその結び付きとして捉え，

問題の発見・解決に向けて情報と情報技術を適切かつ効果

的に活用する力を養う。」と示されており，問題の発見・解

決に向けて情報を適切に利用することが挙げられている。

内容は図 に示す通り，（1）情報社会の問題解決 ，（2）コミュ

ニケーションと情報デザイン，（3）コンピュータとプログラ

ミグ，（4）情報通信ネットワークとデータの活用にわかれて

おり，上記（1）（3）（4）で問題の発見・解決が内容として

盛り込まれている。 
（1）情報社会の問題解決では，情報と情報技術を活用した

問題の発見・解決の方法，（3）コンピュータとプログラミグ

では，プログラミングやシミュレーションによって問題を

発見・解決する活動，（4）情報通信ネットワークとデータの

活用では，情報通信ネットワークや情報システムにより提

供されるサービスを活用し，問題を発見・解決する活動が内

図 4. 情報Ⅱの区分内容 
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容の詳細として記載されている。 
内容の取扱においては，中学校までの情報と情報技術及

び情報社会に関する学習，問題 の発見・解決に関する学習

並びにデータの活用に関する学習などとの関連に配慮する

ことが留意点としてあげられている。 
以上のように新学習指導要領では，「問題の発見・解決」

はプログラミング，情報通信，データベースといった様々な

情報資源や情報技術を問題の発見・学習を目的として効果

的に利用することが示されている。従来の学習指導要領で

は，児童・生徒が「問題の発見・解決」において，情報活用

能力を活用することが強調されていたが，新学習指導要領

共通教科情報においては，プログラミングやデータベース

の活用が明示的に示されており，プログラミング能力と

データ活用能力の重視が新学習指導要領情報Ⅰにおいて示

されている。 

4. 情報Ⅱ 

情報Ⅱは必履修科目ではないが，共通教科情報において

情報Ⅰの必履修内容を前提に設定されている科目である。

目標そのものは情報Ⅰと同じであり，図 4 に示すように目

標の詳細はより高度化された内容となっている。目標の(2)
において「問題の発見・解決に向けて情報と情報技術を適切

かつ効果的，創造的に活用する力を養う」とされ，創造的に

活用という記述がある。 
この点について，情報Ⅱの内容では， (5)情報と情報技術

を活用した問題発見・解決の探究，として情報Ⅰ・Ⅱでの学

習内容を総合的に活用して，新たな価値の創造，を目指すこ

とが記載されている。この内容の取扱いにおいては，「情報

社会と情報技術の中から一つ又は複数の項目に関わる課題

を設定して問題の発見・解決に取り組ませるものとする。」

と記載されており，情報Ⅰ・Ⅱでの問題の発見・解決への授

業での取り組みが，実際の指導内容において教科の総合的

な目標として位置づけられている。 

5. 共通教科情報学習指導要領における問題解決概念

の位置づけ 

本稿では新学習指導要領共通教科情報について，関谷 1）

2）による可視化手法を利用して可視化し，情報Ⅰ・Ⅱにおけ

る「問題の発見・解決」がどのように位置づけられているの

かについて検討した。その結果，情報Ⅰにおいては情報活用

能力とプログラミングの対象としての問題の発見・解決が

示されており，情報Ⅱにおいては共通教科情報の目標とし

て問題の発見・解決にプログラミング等の情報技術の活用

が示されていた。情報Ⅰにおけるプログラミング及び情報

Ⅱにおけるプログラミングを含む情報システムの設計及び

開発は新学習指導要領共通教科情報において内容が新しく

必履修となり追加された。また，プログラミングは小学校，

中学校，高等学校新学習指導要領において追加された内容

である。このような新学習指導要領におけるプログラミン

グの重要度の増加は，その背景に情報活用能力としてプロ

グラミングを重視し，コンピュータと情報通信ネットワー

クを利用した問題の発見・解決があることが示唆される。 
一般に問題の発見は問題解決に含まれる。また問題解決

という用語についても様々な用途で使われる。コンピュー

タの情報処理過程を人間の認知過程のメタファーとして思

考過程の分析やシミュレーションを行う認知心理学では明

確に問題解決を定義している 3）。 
問題を解決することは，思考の中核的な活動であり，思考

過程の解明のために，人間の問題解決過程を情報処理とし

てとらえる情報処理アプローチによって問題解決研究が行

われている。いわゆる問題解決という用語は様々な用途に

利用される。認知心理学における思考研究の多くは，実際に

認知主体に問題を解決させ，その過程を分析することに

よって行われてきた。 
問題解決では，問題が未解決の初期状態(initial state)から

問題が解決された目標状態(goal state)へと状態を遷移させ

る過程であると定義される 4)。問題解決過程とは，初期状態

から目標状態まで，適用可能な操作子を適宜用いることで

問題状態を遷移させる過程と考えられる。この問題状態の

集合は問題空間(problem space)と呼ばれ，問題解決過程は問

題空間内における探索過程としてとらえられる。問題解決

において，初期状態，操作子(operator)及び操作子制約条件
(operator restriction)からなる問題状態(problem state)が明確に

定義される問題を良定義問題(well-defined problem)という。 
問題空間においては，目標状態と初期状態の間にいくつ

かの副目標状態すなわち下位目標が存在する。問題解決者

は，問題解決過程における制約要因を考慮したうえで操作

子を適用し，目標状態にいたる系列にあるいくつかの下位

目標へ到達していきながら問題空間内を探索していく。 
認知心理学では問題解決の対象となる問題を，解とされ

る状態（目標，goal）は１つしか存在せず，それに対する方

略（解き方）も最適なものが存在するという明確に定義され

た問題を対象としている。一方，解が明確でない問題につい

ては，分析の対象としていない。高等学校共通教科教科情報

における問題解決は，解が存在する良定義問題を対象とし

ている。 

6. 専門教科情報 

専門教科情報は職業教科 8 教科のうちの 1 教科として位

置づけられ，12 科目から構成されている。第 1款目標にお

いては問題解決及び問題の発見という用語はなく，目標（2）
において「情報産業に関する課題を発見し」という記載とし

て表現されている（図 5）。 
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この専門教科情報全体の目標に対して，各科目において

課題の発見と創造的解決という記載が各科目内容に記載さ

れている。例えば第 6 情報システムのプログラミングにお

いては，「(2) 情報システムのプログラミングに関する課題

を発見し，情報産業に携わる者として合理的かつ創造的に

解決する力を養う。」（図 6）と記載されている。 
このように専門教科情報においては，各科目において課

題の発見と創造的な解決が目標の一つとして挙げられてお

り，共通教科情報の問題の発見と解決における問題が課題

という用語に置き換えられていると推測される。 
専門教科情報では，原則履修科を科目第 1 情報産業と社

会としており，この科目にプログラミングを共通に学ぶ内

容として位置付けている（図 7）。すなわち専門教科情報に

おいてもプログラミングを必履修科目として位置づけてい

る。 
専門教科情報は地域や産業界等との連携による実践的な

学習活動等の実施が第一の目標として挙げられている職業

科目の中に位置づけられており，地域における課題，産業界

における課題を主体的に発見し学ぶことが求められてい

る。この職業科目全体の目標の記述に沿って，専門教科情報

の学習指導要領においても問題の発見，解決という記述が，

課題の発見と創造的な解決という記載に変更となっている

と推測される。 
 

 

 

 

 

図 5. 専門教科情報の区分内容 

図 6. 情報システムのプログラミングの目標 
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注 

(1) オープンソースかつ無料で利用することが出来るマイン
ドマップ作成ツール。ウインドウズ PC の他、マックやリ
ナックス版もある（Java ベースのクロスプラットフォー
ム）。 
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図 7. 情報産業と社会におけるプログラミング 


